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 一家政学を担当する出歯情報として一

      3. 地方別に関する検討

河野光子・前田 弘＊

1. はしがき

 この一連の報告は. まず家政学の各教科を担当する背景情報として学生が育った期間に起

こった経済変動が学生に及ぼした影響を調べ次いで本学の学生の主な出身地であるi1」国地方

と九州地方における経済変動が他の地方におけるそれと比べてどのような相対的立場にある

かを明らかにすることを日的とする. その第一歩として1980年から1997年までの「家計調査

年報」に見られる勤労者世帯におけるltl∫帯主の年齢階級別の1世帯当たり年平均1か月の項目

別支出に関する資料を分析し学生は入学年次によって異なった影響を受けている可能性が示

唆されたti' kS済変動の影響は階帯の収入のランクによって当然異なる. この問題を調べる

ために同じ資料に含まれる年間曲人五分位階級別の資料を分析し次のことが分かつだ1:

(1)バブル経済崩壊による支出の減少は収入階級が低いほど遅く現れはじめたが. 程度が大き

く(2)その影響はいずれの収入階級においても被服に当てられた支出に関して最も強く現れ. 

一心の収入階級では家具と食料に当てられた支出にも現れた. (3)しかし. 住居に当てられた

支出はバブル経済崩壊後も引き続いて増加を続けた. (4)住店に当てられた支出を除く生活

の基本項日に当てられた支出の仲び率(卸/蜘ただし伽は'97年における支出. . tS。は「80年に

おける支出とする)は1。5以下であったのに対して、教育に当てられた支出の仲ぴ率が高かっ

た(1. 99-2. 51)ことは、注目に値する. (5)また. 消費支出の増加のうちで教育に1司けられ

た支出の占める割合は、他の項目に向けられた支出の占める割合よりも大きいことと併せそ

れらの影響が地方の中都市にある短期大学に及ぼす影響の可能性についても触れた. 本学の学

生の大部分は中国地方の世帯に属し. 一部は九州地方の世帯に属す. したがって上記の現象

がこれらの地方でも見られるかどうかと学生に影響を及ぼしたと考えられる変化に関して. 

これらの地方が他の地方に比べてどのような相対的な立場にあるかを検討したのてその結果

を報告する. 

'水産大学校名誉教授
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2. 材料及び方法

 分析に用いた資料は. 1980年から』97こ口での各年の家計調査年報」｝の中の第2表「都市階

級・地方別1世帯当たり年平均1か月間の収入と支出(勤労者世帯)」である. 

 この資料は. 勤労者世帯における1か月当たりの消費支出並びに食料・住居・光熱水道(以

後光熱と略す. 以下同様)・家具家事用品(家具)・被服履き物(被服)・保健医療(保健)・

交通通信(交通)・教育及び教養娯楽(教養)の！0項目の各々に当てられた支出よりなり. 

世帯はその所在地により. 北海道・東北・関東・北陸・東海・近畿・中国・四国・九州及び沖

縄の10地方に分けられている. 前報と同様これらの資料を用いて次の分析を行った:(1)各

地方の世帯によって同一項目に当てられた支出の経年変化に関する主成分分析(項目別分散・

共分散行列ベース及び相関係数行列ベース)(2＞同一地方の世帯によって各項目に当てられた

支出の経年変化に関する主成分分析(地方別)及び(3)各地方の世帯によって各項目に当て

られた支出の(暦)年に対する1次及び2次回帰分析及び消費支出に対する1次回帰分析. 

3. 結果及び考察

3・1各地方の世帯によって同一項目に当てられた支出の経年変化に関する主成分分析(分散・

  共分散行列ベース及び相関係数行列ベース)

 これは全資料を項目別に分けて同一項目に関する10変数(地方)×18年のデータを扱った

分析である. 同一の項目に当てられた支出の経年変化に見られる地方間の共通性と違いを抽出

することを目的とする. 分散・共分散行列をベースとした分析による因子得点の経年変化を図

1に. 相関係数行列をベースとした分析によるそれを図2に. これらの分析によって得られた

第1主成分と第2主成分の閃子負荷量を図3に示す. なお. 分散・共分散行列をベースとした

消費支出及び教養に当てられた支出に関する計算と. 相関係数行列をベースとした被服に関す

る計算において第2主成分の因子負荷量の符号が反転したのでこれらに関する分図では第

2主成分の因子得点と因子負荷量の符号(縦軸の上下)が反対になっている. 

3・1・1 因子得点の経年変化(図1及び図2)

 分散・共分散行列をベースとした分析によって得られた第1主成分の因子得点の経年変化の

傾向によって項目は次の3つのグループに分けられる. 第1のグループでは因子得点は年

に対してほぼ直線的に増加する. 住居・光熱・保健及び交通がこのグループに属す. 第2の

グループでは9匠年まで因子得点は年に対してほぼ直線的に増加するが以後は減少する. 

食料・家具及び被服がこのグループに属す. 第3のグループは両者の中間型で. 消費支出・
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図1. 各地方の世帯によって同一項目に当てられた支出に関する主成分分析で得られた因子得点の経年
   変化(分散・共分散行列ベース)、

     注 縦軸は因子得点横軸は(歴)年最初は1980年

      カッコ内の数値は各主成分の寄与率. 
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図2. 各地方の世帯によって同一項目に当てられた支出に関する主成分分析で得られた因子得点の経年

   変化(相関係数行列ベース〉. 

    注 縦軸は因子得点横軸は(歴〉年. 最初は1980年
      カッコ内の数値は各主成分の寄与率. 
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教育及び教養かこのグループに属す. 相関係数行列をペースとした分析の結果もほとんど同

じである. これらの結果の概要は. すでに報告した年齢階級に分けた分析tJと二人階級に分

けた分析t' ;'の結果とほぼ一致する. ここで問題にしたいのは. 学生の主な出身地である巾国

地方と九州地力における変化傾向一特にバブル経済崩壊の影響が著しいと考えられる食料と

被服に当てられた支出の滅少・・一が他の地方における傾向と同じかどうかということである. 

この間題の手がかりは因子負荷量の地方による差を示す図3に見られる。

3・1・2 因子負荷量(図3)

 家具と被服に当てられた支出以外に関する分析では. ほとんどの項日において第1主成分の

寄与率は高くほとんどの地方においてこれらの項日に当てられた支出に対するる因子負荷量

はほぼ1である. すなわち各地方の］ll滞によって各項日に当てられた支川はほとんどの地

方においてそれぞれの項目に対する第1主成分の因子得点が示す傾向に従って変化したとみ

なせる. 

 家具と直川iに当てられた支出に対する第1主成分と第2主成分の囚子負荷景はともに地方

による差が著しく. 経年変化の傾向が地方によって異なるとみなせる. 中国地方と九州地方の

世帯によってこれらの項目に当てられた支出に対する第1主成分の因子負荷量はやや低くそ

れらの変化傾向は、この主成分の因子得点の示す傾lfiJからややはずれていることが分かる. し

かしt£ 2 :i . 成分の因子負荷量は小さい. したがってこれらの地方における変化傾向は、主

成分分析によって得られた第1主成分と第2下成分の因子得点が示す傾向だけでは表示できる

とみなせないので. 論議は回帰分析の項で行う. 

 その他の項1-1に関して沖縄地方の世帯によって食料に当てられた支出では第2主成分の因

子得点の示す傾向(96年と'97年における支出の急減)が他の地方の世帯によるよりも強く. 

北海道地方(と東北地方)の世帯によって光熱に当てられた支出では第2†成分の因子得点

の示す傾lb1(バブル羅済崩壊後も引き続いた増加が他の地方の世帯による支IM・. ;おけるより

も強い. 

3・2 同一地方の世帯によって各項目に当てられた支出の経年変化に関する主成分分析(分散・

  共分散行列ベース及び相関係数行列ベース)

 それぞれの地方の世帯によって各項口に当てられた支出の変動傾向の共通性(地方特性)と

違いを見いだすために先の分析(3・1)に川いた資料を. 地方別に分け、同一地方に関する

消費支出を除く9項目×18年のデータを扱った分析である. 分散・共分散行列をベースとした

分析による因子得点の経年変化を図4に相関係数行列をベースとした分析によるそれを図5

に. これらの分析によって得られた第1主成分と第2主成分の閃・丁負荷量を図6に示す. なお
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図3. 同一項目に当てられた支出の経年変化に関する主成分分析で得られた因子負荷量の地方による違
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分散・共分散行列をベースとした分析によって得られた因子得点の経年変化を示す図4の右半

分と因子負荷量を表す図6の左半分において北海道・東北・関東・北陸及び四国の各地方の

世帯による支出に対する第2主成分と. 相関係数行列をベースとした分析による因子得点の経

年変化を示す図5とその因子負荷量を示す図6の右半分において北海道の世帯による支出に

対する第2主成分の因子負荷量の符号か反転したのでそれらに関係のある第2主成分の符号

(縦軸の. ヒ下)が反転している. 

3・2・1 因子得点の経年変化(図4及び図5)

 分散・共分散行列をベースとした分析によって得られた第1主成分の因子得点の経年変化の

傾向によって. 地方は次の3つのグループに分けられる. 第1のグループでは因子得点は年

に対してほぼ直線的に増加する. 北陸・東海・近畿・四国及び九州の各地方の世帯がこのグ

ループに属す. 第2のグループではqg1年まで因子得点は年に対してほぼ直線的に増加するが

以後には減少する. 沖縄地方の世帯がこのグループに属す. 第3のグループは両者の中間型で. 

北海道・東北・関東及び中国の各地方の世帯がこのグループに属す. 第1のグループはバブル

経済崩壊による支出の減少の影響がほとんど現れていない地方であり第2のグループは影響

が現れた地方であるとみなせる. しかし第1と第3のグループの地方でもバブル経済崩壊

の影響を受けて支出が減少したとみなせる項目が含まれそれが第2主成分(因子得点は90

年頃から減少する)として抽出された. 相関係数行列をベースとした分析の結果は少し異なり

北海道地方と東北地方の1Ul帯が第ユのグループに近畿地方の世帯が第3のグループに変わっ

たこれらの地方の世帯では第1主成分の寄与率か下がり第2主成分の寄与率が上がる. 

これは支出の少ない項目に当てられた支出が'90年以後減少したことを示す. 

3. 2、2 因子負荷量(図6)

 先に記したように全般的な傾向は年に対してほぼ直線的な支出の増加であるが90年以

後に支出が減少した項目が含まれる。それぞれの地方の世帯に関して. このようなバブル経済

崩壊による支出の減少の影響が強く現れた項目と. ほとんど現れていない項目を分離するため

に丁各変数(項N)に対する第1主成分と第2主成分の因子負荷量を図6に示した. この図に

おいて各項日に対する第1主成分と第2主成分の因子負荷景を表す点の中心0・半径1の円か

らのずれが年齢階級または収入階級によって分けた分析におけるよりも目立つ. すなわち. 

そのような変数に関しては. 第1主成分と第2主成分の示す傾向だけでは表示できない変動が

含まれる. しかしこれらに関しても第1主成分と第2主成分が示す情報(寄与率・因子得

点の経年変化及び因子負荷量)は用いられる. 

 図6によれば次のことが分かる:いずれの地方の世帯に関してもバブル経済崩壊による支
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図4. 同一地方の世帯によって各項目に当てられた支出に関する主成分分析で得られた因子得点の経年

   変化(分散・共分散行列ベース). 

     注縦軸は閃子得点、横軸は(歴)年最初は1980年
      カッコ内の数値は各主成分の寄与率. 

一 49.  一



河野光子・前田 弘

第1主成分 第2主成分

北海道

東北

。

一5

4

o

(O. 719)

｛O. 776)

関東

一
O
I

一4

2

o

o

(O. tll)

一5

2

(O. B36)
o

(o. lto)

一一@2
(O 12t)

北陸

東海

。

一5

2

o

(O. 766)

(O. S44)

0
2

 
一

近畿

中国

一5

o

1
0
1

 
 
一

一5

〈O124)

o

(O. S31｝

四国

1
0
一

(OOS9)

一5

2

5

o

(O. 73S) o

(O10u)

｛O. 733)

2

o

〔01コOl

九州
。

一5

(0. 闘〕

沖縄

1

o

0
置

一5

(O. 136)

2

(O. 704) o

(O076)

一2
(0. 巳20｝

図5. 同一地方の世帯によって各項目に当てられた支出に関する主成分分析で得られた因子得点の経年
   変化(相関係数行列ベース). 

    注 縦軸は因子得点横軸は(歴)年最初は1980年
      カッコ内の数値は各主成分の寄与率. 
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  注 両軸は±1横軸は第1主成分の因子負荷量
     ●につけた文字は項1. 1名. 

縦軸は第2主成分の因子負荷量
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出の減少を意味する第2主成分の影響が最も強く現れた項目は被服でtその程度は特に東北地

方と1匹1国地方において著しい. 次いで影響が強く現れたのは. 家具と食料で. 影響の程度は地

方によって異なる. 住居に関してはt反対の傾向(第2主成分の1月子負荷量が負の値をとり. 

バブル経済崩壊後も引き続いて増加したことを示す)が見られる. ほぼ同様な傾向は資料を年

齢階級Vまたは収入階級LI・によって分けた分析においても見られた. 

 ここで抽出したいのは中国地方と九州地方の世帯に関する特徴である. 中国地方に関する

第］主成分は第3の型であり各項日に当てられた支出の増加はバブル経済崩壊後に止まった

ことを示す. 第2主成分は. 91年以後支出が減少する傾向を示し. その寄与率は北陸地方の

世帯におけるそれに次いで高い. 九州地方の世帯に関するng /主成分は第】の型(年に対して

直線的な増加を示す)で第2主成分の寄与率は小さく因子負荷量も小さい. すなわち中

国地方の世帯に属す学生はバブル経済崩壊による被服に当てられた支出の減少の影響を受け

ているが、九州地方の世帯に属す学生はあまり影響を受けていないと考えられる. 同様な傾向

は図3からも推測される. この分析によれば食料に当てられた支出に関して中国地方の世

帯と九州地方の世帯に属す学生は他の地方の世帯に属す学生と異なった影響を受けたとはみ

なせない. 

3・3 各地方の世帯によって各項目に当てられた支出の(歴)年または消費支出に対する回帰

  分析

3・3・1年に対する1次回帰式

 3・1と3・2に記した主成分分析は地方別・項目別の支出の経年変化に見られるそれぞれの項

H内の地方間またはそれぞれの地方内の項目間の変動の共通性と違いを見出すためである. 

3・2において. いずれの地方でもほとんどの項Flに当てられた支出は年に対してほぼ直線的に

増加したことが分かった. しかし. 主成分分析では直線的増加に近いかどうかは分かっても. 

増加の程度を比較できなかった. それを見出すために(歴)年に対する支出の1次回素式を求

めた. その結果を表1に示す. 圓帰係数からは1年当たりの支出の伸びは分かっても18年間

の伸びは比較しにくい. これらの値は原資料に記載されているが. 年ごとの変動を平滑化した

値を用いるためにこの表に示す1次回帰式を用いて'80年と97年における値を推定しこの

表に付記した. またt第1報と第2報に用いた資料は1比帯主の年齢またはjl又入階級という数

値化された基準によって分けられているのでそれらに伴う変化傾向を抽出できた. しかし. 

本報に用いた資料では地方別に分けられt便宜上北から南に向かって並べられているに過さな

い. 各地力に関する特性がすべての点でこの並べ方に従って変化すると考えられないので地

方による増加傾向の違いを比較しにくい. 本学の学生の大部分は1. 1. 1国地方. 一部は九州地力の

ro3
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表1. 年平均1か月間の項目別支出の年または消費支出に対する回帰 (地方別)
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勤労者世:帯における消費支出の動向 3

｛表1のつづき｝

年に対する歌回帰式 惟定債 或ドに対する2次回帰義 消費支出に対する1次回帰武

項目 地方 ‘‘1. コ      π1. 乙   ノ. ｝ '80隼 「97隼 姻  亀田 撫  ハ  ド、 最大の年 みし【.    ‘｝昌    r、

教黄北梅道 ［7. 92  0. 94日 094紳 且B日7 34. 98 ！4. 70     巳、91   つ、05    量1亨9鍵車 里03亨2？申。  監997. 8 一駈噸66  0. 回3 0. 97鯛

東北 ［7. 21  0. 766 0. 95韓 且798 31、oo 168R   O. 8？   州0. Ol   O. 14   72. 14冷  一 一13. 且3  0. 128 0. 9鯛

日東 22. 02      9. 083   0、9● 2310 4151 18亨53    2、13   -0. 06   1［. 38掌ゆ 巳08. 95嚇ゆ  ' 98. 3 一13. 00  0. 136 0. 995哺

北曄 20. 00  0. 767 0. 9㈲ 20. 77 :33. 田 18、21   1. 30  -0. 03   2、06   36、759ゆ  一 一1. 64  0091 0. 95朝

東喬 昆9、弓6    0髄9里6   0. 97事● 20. 38 35、95 1937 0. 9弓 ・｛〕. 00 00且 12281榊 一 一9. 94  0、且24 0. 98朝

近畿 皿9. 58      0. 944   0. 97承 20. 52 36. 57 1駐33   隆. 32  州0. 02   2、52   置3752事ゆ  一 一H. 日4  0. 129 099詞

中国 20、45  0. 660 0. 9伽尊 21. H  3233 18. 29    L31   -0. 03    6. 40G   5962e事  匪 96. 2 5. 98  010日 0. 96劇

四圏 17. 8日  0. 7M  O94加 18. 66 31. 99 コ7、70    0桝    ℃. 00    0. G3    61. 73■寧   一 一6. 72  0. Hl O95劇

九州 lB. a3  0. 659 094籾 田. 99 30. 19 1706    塵01   -0. 02    2. 83   73219寧   一 一6. 22  0. 108 0、98判

沖縄 ［2. 旦5  0. 554 0、90桝 塵2. 70 22. ！2 】豊、25    0. 82   一｛コ. OI   O. 95   34、349寧   一 一7. 27  0. 旦07 0. 92闘

年(. 1. ')‘こ対†る1次回帰式                           年(. . 1. ゆに対する2次回帰式

   vtt山. . ｝ 十an. 、. 乙                                ア＝lt1s 十lt:. TXl 十at. 1. v.  t/:

   't はlgeorpを〔とする                      F  2次項‘こ関する F  自由度 s｝＋＝l ni::1

   . 、項目別支幽三位は1000円)と年の問の梱閲係数(e由度巳6)  F.  2次式‘cma†るF 舳度n・・2 t・・1
   艸 O. 01の水鯵で有意       嘩 O. 05の水準で有. 意

消費支出(. 1 t、単位は1000Fj｝に対する1吹回帰式

r.  b. i 十 bTa . vt

  s. t 項目別支出〔単位は1、OOO円｝と消費支出の間の相関係数  (向由度 16)

推定櫨は年に対する1次回柵式により求めた'80年ど享〕7年における支山の樵定値

級大の年は. 年に対する2次回柵式から画定した値でE】9呂0年から'99年まで以外の1'1は一で最小になる年はく〕で衷示した. 

表2. 中国地方の支出に対する各地方の支出の比

1。 '80年

地方 食料 住居 光熱 家具 被服 保健 交通 教育 教養

北海道 0. 95 1. 23 1. 21 0. 80 α96 0. 99 0. 88 0. 71 0. 89

東北 0. 96 1. 09 1. 14 0. 85 0. 95 0. 90 0. 86 0. 90 0. 85

関東 ［. 08 1. 27 1. 06 0. 94 量. 05 L17 0. 91 且. 34 1. 09

北陸 旦. 04 0. 68 1. 02 0. 93 LOO 0. 83 0. 87 1. 00 0. 98

東海 L00 0. 93 1. 00 q87 0. 95 1. 08 0. 95 0. 95 0. 97

近畿 1. 10 LO9 1. 05 0. 86 1. 06 ［03 0. 72 且. 08 0. 97

中国 1. 00 1. oo 1. oo 艮. oo 1. 00 1. oo 置. oo 星. oo 1. 00

西国 0. 92 o. 91 0. 95 0. 84 且. 且0 0. 94 0. 74 O. 80 0. 88

九州 0. 93 1. 04 0. 98 0. 92 0. 95 0. 93 0. 87 0. 96 0. 90

沖縄 0. 86 監. 20 0. 98 α70 0. 62 0. 97 0. 76 α76 0. 60

2.  「97年

地方 食料 住居 光熱 家具 被服 顯 交通 教育 教養

北副道 α96 0. 99 1. 00 0. 85 1. 05 呈. 06 0. 89 o. 86 1. 08

東北 且. 01 0. 78 1. 04 0. 97 0. 98 1. 06 0. 87 0. 88 α96

関東 1. i3 里. 40 且. 04 1. oo 1. 2重 1. 16 1. 15 1. 56 重. 28

品目 1『1置 0. 96 1. 14 1. 03 1. 12 qg8 1. 08 0. 96 1. 05

東海 量. 05 0. 96 0. 97 1. 04 1. 07 璽. 04 1U 1. 皇4 ［. H

近畿 童. 13 1. 23 0. 99 1. 01 1. 且3 1. 04 1. 02 1. 37 1. 【3

中國 重. oo 1. oo 1. 00 1. 00 1. 00 1. oo 1. 00 1. 00 且、oo

四国 0. 96 0. 89 0. 92 0. 99 1. 03 1. 02 0. 93 1. 01 0. 99

九州 0. 95 0. 99 0. 94 qg4 1. 03 LO6 0. 92 1. 04 0. 93

沖縄 0. 79 1. oo 0. 90 α67 0. 69 0. 88 0. 65 1. 03 0. 68

世帯に. 属す. 各地方の世帯によって各項目に当てられた支出の傾向が中国地方の世帯におけ

る傾向と比べてどのような関係にあるかを分かり易くするために'80年と97年における支出

の推定値を中国地方におけるそれらで割り比率として表2に記した. これらの表から次のこ

とが分かる:
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河野光子・前田 弘

1. 各地方の世帯によって各項日に当てられた支出は年に対して有意とみなせる1次回帰関

  係にあり家具と被服に当てられた支出以外では. 相関係数は1に近い. ただし沖縄地

  方の世帯によって家具に当てられた支出と東北・中国及び四国の3地方の世帯によって被

  服に当てられた支出を除く. 

2. 中国地方の世帯における支出に対する比率が1. 20以上を(中国地方において対応する項目

  に当てられた支出と比べて)支出が多く0. 80以下を少ないとみなすと'80年には交通

  を除く各項目に当てられた支出は北海道地方と沖縄地方の世帯を除くと地方による差

  はなかったと見なせる. ただし. 関東地方の世帯によって教育に当てられた支出はこの

  年でもすでに中国地方の世帯によって当てられた支出に比べてかけ離れて多かった、

3. しかし同じ基準を用いると97年には地域差が広がり沖縄地方の世帯では食料・家具・

  被服・交通及び教養の5項目に当てられた支出が低く. 東北地方の世帯では住居に当てた

  支出のfiliびが低くかったので. 中国地方の世帯に比べて支出は低くなったとみなせた. 地

  域格差として関東地方の世帯ては住居・被服・教育及び教養の4項目に当てられた支出

  が巾国地方の世帯におけるよりも多く近畿地方の世帯では住居と教育に当てられた支出

  が多くなった. すなわち前報に記した教育に当てられた支出の大幅な増加は大都市圏に

  おいて著しい. この地域差は主成分分析では抽出できなかった. 

 次に. 表3を用いてここで扱った18年間の支出の伸びについて検討する. 伸び率(gr＝y. 7/伽

ただし鋤はtg7年における支出 ymは'80年における支出とする)は項目によって大きく異なり、

それに比べると地方間の差は小さい. 伸び率の地方差が最も大きいのは住居に当てられた支出

で北陸地方の世帯における伸び率(3. 17＞は東北地方の世帯における伸び率(1. 60)のほぼ

2倍であった. それ以外の項目ではgrTTT:1/g名、、(ただし.  gx±n. は最大の伸び率 gr. 、は最小

の伸び率とする)は1. 5以下であり仰び率の地域差はあまり大きいとみなせない. 本学の学

生の主な出身地である中国地方の世帯によって教育に当てられた支出の伸び率は10地方中3番

目に低く. 次に学生の多い九州地方の世帯における伸び率は4番目に低い. すなわち本学は

教育に当てられた支出の仲び率が低い地方から学生を集めていることになる. 

3・3・2年目対する2次回帰式

 資料を項目別に分けた主成分分析(3・1)では. バブル経済崩壊の影響か最も強く現れたと

みなせるのはt家具と被服に当てられた支出でありそれらにおける第1主成分と第2主成分

の(累積)寄与率は0. 9以下である. この分析と資料を地方に分けた主成分分析(3・2)では

第1主成分と第2主成分の因子負荷量を表す図3と図6において中心0・半径］のP］の内側に

はずれる点が見られ. それらが表す変数の変動傾向は主成分分析では十分表せないことか分

かった. また年に対する1次回帰分析ではいくつかの地方において家具と被服に当てられ
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勤労者翫帯における消費支出の動向 3

表3. '80年から'g7年までの支出の伸び率

地方 食料 住居 光熱 家具 被服 保健 交通 教育 教養

北海道 1. 【7 1. 80 1. 22 1. 22 1. 20 1. 90 」. 63 2. 40 1. 85

東北 L23 1. 60 1. 35 1. 32 1璽3 2. 10 1. 62 量. 93 且. 72

関東 巳. 21 2. 49 1. 44 1. 22 且. 26 量. 75 2. 02 2. 30 1. BO

北陸 L23 3. 17 1. 65 L26 1. 23 2. 10 1. 99 匡. 89 1. 63

東海 1. 21 2. 3h 皇. 44 1. 36 1. 24 1. 71 1. 88 2. 35 且. 76

近畿 1. ［8 2. 53 1. 40 1. 34 1. 18 ！. 80 2. 28 2. 51 1. 78

中国 1、置6 2. 25 量. 47 1. 14 1. 且0 且. 78 且. 61 1. 97 皇. 53

四国 1. 20 2. 20 藍. 43 1. 34 1. 02 1. 92 2. 02 2. 48 1. 71

九州 1. 18 2. 13 1髄41 1. 1了 且. 19 2. 01 1. 69 2. 14 1. 59

沖縄 1. 06 且88 i、35 1. 09 1. 21 L6】 1. 36 2. 65 1. 74

唱

平均 1. 量8 2. 24 L42 1. 25 1. 18 1. 87 1. 81 2. 26 董、71

注

伸び率 ＝ kwlPi ただしpmは'97年における支出の推定値 h:はや80年におけるfiHlの推定値とする. 

た支出に関する式は有意とみなせなかった. これらの変数を含むすべての変数の変動傾向を扱

うため各地方の世帯によって各項目に当てられた支出の年に対する2次回帰分析を行った

ll11縄地方の戦乱によって家具に当てられた支出と IILI国地方の世帯によって被服に当てられた

支出に関する式以外のすべての2次回帰式は有意とみなせる. しかしそれらの中には2

次項が有意とみなせず従って1次式とみなした方かよい変数が含まれる. 2次項が有意とみ

なせるかどうかにかかわらずt2次回帰式から支出が最大になる年を求め. 表1に付記した. 

なお. 最大になる年が1980年から'99年までからはずれる場合は「一」で示した. この表から

次のことが分かる:支出が最大になる年がこの範囲に見られるのは主に食料・家具及び被服

に当てられた支出である. これらがバブル経済崩壊の影響を受けた変数であると考えられるこ

とは主成分分析に関する項においてすでに記した. 

 食料に当てられた支出に関して中1玉1地方の世帯では支出の低下は. 沖縄地方の世帯に次い

で早く. 93年にはじまった. しかし九州地方の世帯では最も遅く、『96年にはじまった. す

なわち九州地方出身の学生は食料に当てられた支出の減少の影響を中学生まではほとんど受

けていないが. 中国地方出身の学生は小学校の高学年から受けていることが分かった. このこ

とは主成分分析では明らかにできなかった

 家具に当てられた支出の減少がはじまった年は地方によって異なり. 中国地方の］1］:帯では他

の地方の世帯におけるよりも遅れてはじまった. 

 被服に当てられた支出の減少はほとんどの地方において90年から91年にはじまり. 中国

地方の世帯はこの中に含まれる. しかし九州地方の世帯では'93年にはじまり中国地方鵡

身の学生に比べて九州地方出身の学生の方がこの影響を遅くから受けはじめた. 

 教育に当てられた支出は年に対する直線的な傾向を上回るか下回るかの差はあるにして

もほとんどの地方の世帯において伸び続けた. ここで扱った期間に支出の最大が見られたの

は北海道・関東・北陸及び中国の4地方の世帯だけでt中でも中国地方の世帯では減少が最
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も早くからはじまったことは注目しなければならない. 

 それら以外の項目に当てられた支出に関していくつかの地方の世帯において2次項が有意

とみなせる項目がみられたが. それらはいずれも年に対する直線的な亡びを上回る伸びを示し

た. 

3・3・3 消費支出に対する1次回帰式

 消費支出に対する1次回帰式の回帰係数は消費支出の伸びのうちで各項目に向けられた支

出の比率を表す. 回帰係数の値は項ロによって異なりそれに比べると地方間の差は小さい. 

中国地方の世帯に関する回帰係数は10地方中光熱では2位住居と保健では3位交通では6

位教育では7位食料と教養では8位家具と被服では9位であった. 九州地方の世帯によっ

て教育に向けられた支出の回帰係数は6位であった. 地方によって消費支出の額と伸びは異な

るにしても他の地方に比べると中国地方と九州地方の世帯ではt消費支出の伸びは教育には

あまり重点的に振り向けられなかったと考えられる. すなわち. 本学は消費支出の伸びが教

育にあまり多く振り向けられない地方において学生を集めなければならない. 

4. 結 論

 本報における結論は支出の経年変化に関する全般的な傾向の他にt次の2点にある. その

一つは本学の学生の主な出身地である中国地方と九州地方の世帯における経済変化と他の地方

の世帯における変化の比較である. もう一つはこれらの地方において教育に当てられた支出

にかかわる特性である. 

 主成分分析の結果によれば. 各地方の世帯によって各項目に当てられた支出の変動傾向には

地方の差と項目の差があまりみとめられず年に従って増加するとみなせた. しかし増加の

程度は地方と項目によって異なる. 

 中国地方の世帯に属す学生はバブル経済崩壊による被服に当てられた支出の減少の影響を

受けているが九州地方の世帯に属す学生はあまり影響を受けていないと考えられる. 食料

に当てられた支出の低下は中国地方の世帯では最も早く(93年)はじまり、九州地方の世帯

では最も遅く⑲6年)にはじまった. すなわち両地方の学生の間では影響を受けた程度が

異なる. 

 本報告で扱った18年間に支出の伸び率が最も高かったのは住居と教育に当てられた支出であ

り中でも教育に当てられた支出の伸びは大都市圏において著しかった. しかし本学の学生

の主な出身地である中国地方と九州地方の世帯におけるこの支出の伸びは低くしかも支出の

低下は他の地方の世帯におけるよりも早く中国地方の世帯では'94年にははじまった. また

消費支出の伸びのうちで教育に向けられた支出の伸びは他の地方の世帯におけるそれに比べ
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て中国地方の世帯では低く. あまり教育に重点を置かれていないと考えられるa本学はこのよ

うな地域から学生を集めなければならない. これが4年制大学や大学院指向あるいは大都市の

大学指向が弱いことによるか. 短期大学を含む大学進学の傾向か弱いことによるかによって

地方の中都市にあり自宅通学生を主体とする本学への影響は異なる。教育に当てられた支出

に関して. 全国的な動静の他にこのような地域の特性にも十分注意しながら対応を考えなけれ

ばならないだろう. 

要 約

 家政学を担当するための背景情報として. 現在の学生か育った期間における学生に影響を及

ぼしそうな経済変動を調べるとともに本学の学生の主な出身地である中国地方と九州地方に

おける経済変動が他の地方におけるそれと比べてどのような相対的立場にあるかを明らかに

するため1980年から97年までの各年の家計調査年報に記された地方別・項目別の支:出を分

析し次の結果が得られた:

1。各地方の世帯によって同一の項Hに当てられた支出に関する主成分分析(分散・共分散行

  列べース)によって得られた第1主成分の経年変化によって項目は(1)住居・光熱・保

  健及び交通(因子得点は年に対してほぼ直線的に増加する). (2)食料・家具及び被服(91

  年までは年に対してほぼ直線的に増加するがその後は減少する)及び(3)消費支出・教

  育及び教養(両者の中間型)の3グループに分けられる. 

2. 家具と被服に当てられた支出に関する第⊥主成分と第2主成分の因子負荷量はともに地

  三差が著しい. 沖縄以外の地方の世帯によって食料に当てられた支出に関する第2主成分

  の因子負荷量は0に近いが. 沖縄地方のi:・m;におけるそれは0. 5を越える. 

3. 同一地方の世帯によって各項目に当てられた支出に関する主成分分析によって得られた第

  1主成分の因子得点の経年変化の型によって地方は次のように分けられる(各型におけ

  る因子得点の変化傾向は先に示したと同じ):(1)北陸・東海・近畿・四国及び九州. (2)

  沖縄及び(3)北海道・東北・関東及び中国

4. この分析の結果の一部である因子負荷量の項日間の差によれば沖縄地方を除く9地方の

  世帯において第2主成分(バブル経済崩壊後の支出減少を示す)の因子負荷景が最も高

  いのは被服に当てられた支出で中国地方の世帯におけるその影響は他の地方の世帯にお

  けるとほぼ同程度であるが、九州地方の世帯におけるその影響はやや小さいと考えられる. 

5. 各地方の世帯によって各項目に当てられた支出の年に対する1次回旧式によれば '80年

  には交通を除く各項目に当てられた支出は. 北海道地方と沖縄地方の世帯を除くと地方

  の世帯による差はなかったとみなせる. ただし関東地方の断帯によって教育に当てられ

  た支出はこの年でもすてに中国地方の世帯によって当てられた支出に比べてかけ離れて多
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  かった. 

6. 前報に記した教育に当てた支出の大幅な増加は大都市圏において著しい. 

7. 本学の学生の生な川身地である巾国地方の世帯によって教育に当てられた支出の伸び率

  ('80年に当てられた支出に対する'97年に当てられた支出の比)は全国10地方中3番目に

  低く次に学生が多い九州地方の世帯では4番日に低い. 

8. 年に対する2次回帰式によれば. 本報告で扱った韮8年間に支出の最大になる年か見られた

  のは食料(大部分の地方の世帯では「93年から96年)・家具(大部分の地方の世帯では

  '92年から'94年)及び被J］艮(大部分の地方の世帝では90年から'91年)の3項日に当てら

  れた支出である. 

9. 消費支出に対する回帰係数は消費支出の伸びに対する各項目の重点の置かれ方であるとみ

  なすと本学では消費支出の伸びの中から教育に当てられた支出の伸びにあまり重点の

  置かれない地方において学生を集めなければならない. 
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